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令和３年度 BIMを活用した建築生産・維持管理プロセス円滑化モデル事業（パートナー事業者型）として、

「BIMを活用した建物ライフサイクル情報管理とデジタルツイン及びソフトウェア・エコシステムによる支援の検証」
を行った。
１．BIMデータの活用・連携に伴う課題の分析して、
２．BIMの活用による生産性向上、建築物・データ価値向上、様々なサービスの創出等を通じたメリットの検証をテーマに据えて、
それぞれにおいて以下の２つの 課題A と 課題B を設定し取り組みを行った。

課題A) 運営維持段階へ引き渡すBIMの作成、資産情報モデル（AIM）の整備と情報共有プロセスの最適化
課題B) 運営維持段階で活用するライフサイクルBIMの整備、情報の充実化、更新、情報価値の向上



物件概要 -
新築、既存物件の場合において検討ができるよう、新築である「博多コネクタ」と既存物件である「両国研修センター」を対象物件とした。

鹿島建設が中長期的に所有している賃貸オフィスビルであり、敷地は博多
駅四丁目に位置している。この施設は、ビル管理業務と不動産管理業務の
双方を、鹿島建物総合管理が実施しており、所有者である鹿島建設は、
当該物件のBM・PM業務の状況について、定期的に報告を受ける体制を
築いている。

既存物件で、改修工事を行った両国研修センターは、鹿島建物総合管理が
所有者で社員の運営維持管理業務の研修のために利用している施設である。
鹿島建設は鹿島建物総合管理とともに、グループ連携の一環として、
オープンBIMを活用したFMソリューションや、鹿島のスマートBMとの
連携等を開発する対象物件として、両国研修センターを選定した。

本モデル事業のプロジェクトと概要
両物件を用いた本モデル事業においては、以下の３つのシナリオを想定し、プロジェクトを進めることとした。

シナリオ① 設計段階から維持管理BIMを並行して作成する

シナリオ② 竣工BIMを編集してFM向けに最適化する
シナリオ③ BIMがないため、新規で作成する

新築物件 既存物件

新築物件

既存物件



国際標準オープンBIMのIFCデータ ‐ 両物件を長期的に所有し、利用する予定であるため、施設の長寿命化の意味における価値
向上を目指している。この長期的所有における目標の達成に関わる、施設のライフサイクルデータの意味を追求した。なかでも、とりわけBIM
の活用方法を明確にしながら、データそのものの価値を向上に焦点を当てた。施設ライフサイクルの間においては15年以上活用するデータもあ
り、データの有効性を保つようにその標準化や抽象化を行うことが重要である。国際標準オープンBIMのIFCデータを中核にすえ、統合されたソ
フトウェア・エコシステムの長期的で、ダイナミックな情報管理モデルを検証した。
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これからIoT、AI等の技術の建設、FM業務への影響が増し、そのツールやソリューションの進化が加速すると期待され、オープンスタンダードは必須であると考えられる。
今回の検証の出発点として、BimsyncというIFCモデルサーバーを立てて、その上でBIMデータの作成、編集のツール、さらには、
IoTプラットフォーム等と連携する次世代BIM-FMソリューションの活用と、データ管理プロセス全体を整理した。

BIMデータの入力と更新作
業を最小限に抑える仕組み

CADにAdd-onでリンクし
たデータ管理ツールの活用

資産情報要求に基づいて
データを定義

既存のIFCファイルのFM用
BIMとしての最適化

BIMサーバーとAPI連携した
FMソリューション

（MainManager）でBIMの
活用方法について検証

共通データ環境（CDE)に
IFCデータを格納



BIMデータのデータ構造を定義しているIFCは‐意匠、構造、説部分野のBIMソフトウェアによって、各分野BIMモデルとして
IFC形式のデータとして出力される。IFCデータは、敷地、建物、階、部屋などの基本的な建物の空間構造を表現する部分、建築要素、構造要素、
設備要素などのBIMオブジェクトを表現する部分、より詳細な属性（プロパティ情報、数量情報）をふくむプロパティセットの部分などから構
成される。このようなIFCのデータ構造から、FMに必要な部分を定義し、意匠モデル、設備モデルなどに関連するオブジェクトや属性情報を入
力するワークフローを構築することが、FMに必要な維持管理BIMモデルを構築する際に必須となる。

buildingSMARTでは、データ連携シナリオ（例：FMへのBIMデータ連携）に必要な情報を伝達するためのIFC定義の必要な部分集合を記述
する手法として、MVD(Model View Definition)というドキュメント形式を定めている。MVDは、データ連携シナリオを記述する、プロセス
マップや情報交換要件を含んだIDM(Information Delivery Manual)の内容を取り込み、IDMの内容に必要なIFC定義の部分をクラスの単位で記
述したMVDコンセプトというドキュメントから構成される。

維持管理フェーズの資産情報モデル（AIM）に対して、スマートビル、
スマートシティ、3D都市モデルなどの各分野のIDM/MVD策定がで
きれば、建築・土木ライフサイクルにおけるBIMデータ活用が展開で
きると考えられる。

IFC



課題A と 課題B の検討を、それぞれ行えるように、プロジェクトの
フェーズ① 「維持管理BIM作成」及び、
フェーズ② 「維持管理BIM活用」を設定した。
ライフサイクルコンサルティング業務の一貫としての情報管理プロセスを検討した。
テーマ①、及び、テーマ②のそれぞれの９項目、合計１８項目に分けて整理した。

テーマ１ BIMデータの活用・連携に伴う課題の分析について

課題A) 運営維持段階へ引き渡すBIMの作成、資産情報
モデル（AIM）の整備と情報共有プロセスの最適化
維持管理ＢＩＭを、設計・施工のＢＩＭをベースとして入力
し、情報管理する。それをオープンBIM（IFC）サーバー
（Bimsync）に保存して、運営維持管理のBIM-FMソリュー
ション（MainManager）や、その他のソフトとAPI連携さ
せる。鹿島グループ内ライフサイクルコンサルティング業務
の一貫として、施工段階で確定する維持管理・運用に必要な
情報（AIR）の優先順位、利用、そうして、情報メンテナン
スを検討して、情報の整理、体系化を行う。形状詳細度
（LOD）に加えて、情報詳細度（LOI）を適正に設定し、
BIM作成以外の情報を収集して、情報共有のプロセスとソフ
トソリューション（Bimsync、dRofus, BIMロジ）を最適化
する。また、情報を構造化するために、国内、及び、国際的
な標準規格、分類体系を適応する。

１．BIMを活用した管理領域、OIRの定義

２．ライフサイクルコンサルティング業務

３．ISO19650プロセスと情報要件定義（AIR）

４．国際標準、オープンBIM、IFCの説明

５．ソフトウェア・エコシステムの俯瞰

６．共通データ環境CDE－BIMsyncの説明

７．CDEの位置付け（鹿島用途）

８．設計、属性情報の管理プロセス（dRofus）

９．引渡、FM向け、レコードモデルの比較（SimpleBIMの利
用）

テーマ２ BIMの活用による生産性向上、建築物・データの価値向上、
様々なサービスの創出等を通じたメリットの検証について

課題 B) 運営維持段階で活用するライフサイクルBIMの整備、
情報の充実化、更新、情報価値の向上
また、運営維持管理段階で得られる知見、洞察を維持管理
BIMに反映させる。BIMそのもの価値を向上させるためには、
運営維持管理データ等の多様な情報を、BIMの情報構造（位
置、形状、分類情報）に紐づけて蓄積させることによって、
ライフサイクルの情報の一元管理するBIM－FMソリュー
ション（MainManager）を整備する。特にセンサー等の生
データをBIMに登録することによって、最新状態を把握し、
デジタルツインを構築する。このように構築した情報基盤に
蓄積した多種多様な情報の関連性、相乗効果の検証を行う。

１０．ライフサイクルBIM更新プロセス

１１．BIMを活用したFM

１２.  - 検証A）建物アーカイブのデータベース構築、更新作業の
削減

１３.  - 検証B）BIMを活用したファシリティ―コスト評価

１４.  - 検証C）BIMに紐づけたFM業務データの相乗効果による
付加価値

１５.  - 検証D）BIMを活用した状態基準維持管理による作業効率
向上

１６.  - 検証E）BIMを活用したスペース管理の効率化

１７.  - 検証F）BIMに基づくドキュメント管理の有効性

１８.  - 検証G）完全に統合されたソリューションによる情報管理
の満足度向上

BIMデータと、FMデータの間の双方向更新が可能になるように、
今回はIFCサーバーとAPI連携しているFMソリューションである
MainManagerを選択した。
両物件のライフサイクルを通して、BIMデータの有効性、恒久性、
拡張性、公共性を維持することを目的としたため、BIMの情報管理
に関する国際標準ISO19650の概要に沿って、本プロジェクトを実
施した。組織と資産の情報要件を明確にし、資産情報モデル、すな
わち建物に関するすべての基本情報、意思決定等に必要な情報を、
構造化してFMソリューションの建物アーカイブに格納した。
将来的に、この情報要件を、プロジェクトの初期段階で確定し、情
報交換要件（EIR）および、BIM実行計画（BEP）にも反映させる、
業務フローを展開したいと考えている。

報告書

工程



1. 清掃管理：BIMによる清掃面積の自動計算、他管理業務（例：部屋予約、空調・照明システム）との連携により全体最適化
2. 防災： BIMを利用した、防火に関する多角的・迅速な分析、BCP支援
3. 環境管理：BIMを利用した、統合的な環境分野の分析・管理
4. 外構・道路・植栽管理：GISとBIMの連携による施設全体のデジタル化により、管理業務の効率化・全体最適化
5. サービス管理：BIMとサービス案件の紐づけによる、人・設備の最適配置
6. 部屋予約管理・ケータリングサービス：他管理業務（例：清掃、空調・照明システム、エネルギー管理など）との連携
7. プロパティスペース管理：BIMと管理業務の連携による全体最適化
8. 総務・予算管理： BIMを利用した、各種資料の効率的なデータ取得・精度向上
9. 維持運営・保全管理：BIMをベースとした他管理システムの統合的な分析・管理
10.インシデント・ヘルプデスク：遠隔地からの建物構造、設備機器などの配置・稼働状況の把握
11.エネルギー管理： BIMと建物自動制御システムやエネルギー管理システムからのセンサー情報を連携し、

エネルギー供給・消費情報をリアルタイムで収集し、他システムと統合的なエネルギー分析、管理

維持管理以外に、施設内で行われる管理プロセスに
対する情報要件も検討した。FMユースケースを考
慮し、 20年間の業界経験に基づいて開発された
FMソリューションの機能を参考にしながら、両方
の物件で適応できる範囲を確定した。業務を支援す
るサービスメニューの組み合わせが可能で、
そのメニューの一覧は以下の通りである。

用途に応じて、サービスメニュー
モジュールの組み合わせ



FMシステムの比較 組織・資産情報の徹底的な検討、定義づけに基づいて収集したデータを、
最終的にFMソリューションで利用できる必要があるため、情報要件定義と同時に、BIMの有効活用ができるFMシステムの比較も
実施した。（A社とB社は日本のFMソフトであり、それ以外は海外のソリューションである。）

大区分 中区分 優先度 実施項目 A社のFMソフト B社のFMソフト C社のFMソフト D社のFMソフト MainManager

維
持
管
理
業
務
で
の
活
用

日常管理

高 年間・月次作業予定の把握（作業不履行防止） 〇 〇 〇 〇 〇

高 作業履歴の蓄積（機器台帳と紐づく） 〇 〇 〇 〇 〇

高 作業時撮影の画像蓄積 〇 〇 〇 〇 〇

安全作業の確立

高 作業上の注意点の把握 △ 〇 〇 〇 〇

高 １アクションによる影響範囲の把握 ※ △ 〇 ※ 〇

低 危険個所の強調表示 ※ △ ※ ※ 〇

低 ヒヤリハット箇所の記録 △ 〇 ※ ※ 〇

情報取集

高 機器・スペースの簡易検索 〇 〇 ※ 〇 〇

中 機器親子関係の把握 ※ △ 〇 ※ 〇

高 関連図書の閲覧（承認図・仕様書等） 〇 〇 〇 〇 〇

高 Web接続によるメーカーからの情報収集 △ 〇 △ △ 〇

管理品質

中 作業指示の明確化（システマチック化） ※ △ 〇 〇 〇

中 残案件のアラート機能 〇 〇 〇 〇 〇

高 機器劣化・不具合状況の見える化 ※ △ 〇 △ 〇

中 最新図面、３Dデータの管理 〇 △ 〇 〇 〇

コスト意識 低 維持管理業務にかかるコストの明確化 ※ ※ 〇 〇 〇

業
務
効
率
化

既存技術との統合

低 点検入力システムとの連携（数値記録） ※ ※ ※ ※ 〇

高 ３６０°カメラの活用 ※ 〇 〇 〇 〇

低 社内システムとの連携 ※ ※ ※ ※ 〇

現地での作業
（スマートデバイス）

中 スマートデバイスとの連携 ※ △ ※ ※ 〇

低 スマートデバイス３Dモデル上での故障機器の点滅 ※ △ ※ ※ 〇

高 スマートデバイスによる機器情報の表示 ※ 〇 △ △ 〇

高 スマートデバイスによる情報の入力 ※ 〇 △ 〇 〇

高 QRコードの活用 △ ※ △ ※ 〇

研
究
的
取
組

先進技術との統合

中 AR/MR技術 ー ー ー ー ※

低 AR/MR上での対象機器の点滅 ー ー ー ー ※

低 ３Dスキャナーによる実施工後の図面補正 ー ー ー ー ※

低 センシングによるデータ測定・記録 ※ ※ 〇 ※ 〇

高 遠隔地からの作業指示 ※ ※ △ ※ 〇

低 エネルギーシミュレーション ※ △ ※ ※ 〇

そ
の
他 顧客にもメリットがある機能 高 業務報告（ペーパレス化） 〇 △ 〇 〇 〇

既存FMシステム 中 CAFMへのデータインポート 〇 ※ ※ ※ 〇

〇 ソフトの基本機能

△ 部分的に可能

※ 開発が必要

ー 他のツールを利用



構築されたＢＩＭを活用したＦＭソリューションの利用によって、さまざまなメリットが見込まれる。
①管理者BM、②テナント・来館者、③所有者・ＰＭ業務における、3つの観点からメリット

所有者・PMテナント・来館者建物管理者

資産価値2倍高品質 快適・安心安全

・管理者は効率的な施設管理業務を通じ、SDGs対応、
環境改善、コスト削減、快適性向上、利便性向上、
安心・安全に向け努力している。建物管理における
最大のメリットは施設管理と改修保全関連の業務フ
ローと共に、関連のデータや書類が随時蓄積される
ことである。それにより、コスト削減と効率化を目
指すことが可能となる。ビル管理スタッフのタブ
レットからの報告内容が、リアルタイムで共有され
ることにより対応指示の迅速化や対応状況の確認が
その場で行われ、現場対応力も強化される。

・保全業務については蓄積された建物の維持管理デー
タを分析、活用することによって業務の効率化・省
人化が可能になる。蓄積データから自動的に作成さ
れるシナリオの比較分析を通じて、最適な保全計画
が立案可能となる。

・予知保全については、BIM-FMのデータを活用する
ことで、従来の予防保全から脱し、保全の考え方を
根本から変化させ、無駄のない「予知保全」への移
行が可能になる。

・エネルギーについては、モバイルを活用した検針作
業の効率化に加え、BASのデータや賃貸区画情報な
ど、複眼的な分析を行うことで、ライフサイクルコ
スト低減を目指すことができる。また、カーボン
ニュートラル実現に向けた次世代のビル管理の基礎
データの収集・分析が可能となる。

・テナントや来館者向けとしては、安心・安全や利
便性、快適性向上のため、施設側の情報の活用や
施設とテナント、来館者との双方向のデータ連携
を目指すことが可能となる。これは、まずテナン
トや来館者への情報発信と情報収集をビルアプリ
との連動により実現する。

・さらに、ユーザーとの双方向のコミュニケーショ
ンが、ビルからエリア全体に広がるようになる。
例えば、ビル敷地内に出店するキッチンカーの人
気投票などビルと市民の関係強化を図ることがで
きる。

・ビル内における、ユニバーサルデザインの実現に
も役立つ。例えば、ＡＥＤの設置場所をアプリで
案内する。また誰でもトイレの空き状況や案内
ルートの提供、車いすのお客様とエレベーターの
連動制御など、BIM-FMを通してすべての利用者
に優しいビル運営を目指すことが可能となる。

・安全安心と事業継続に関する、情報発信と利用者
支援ができる。建物安全度の見える化、テナント、
来館者への情報発信、ＢＩＭデータに基づく、バー
チャル避難訓練など、BIMデータを活用したレジリ
エンス向上が見込まれる。

・建物所有者にとっては、資産価値の最大化に向けた
施策の検討及び実施に役立つ。建物所有者やＰMが
施設の管理状況や賃貸契約などを一元的に把握する
ために、ダッシュボード機能が不可欠となる。複数
の機能の一元管理を通じて、ライフサイクルコスト
の最適化や施設の価値向上に向けた施策の立案が容
易になる。

・賃貸事業の収益最大化に向けて区画管理、スペース
管理の最適化を図る。区画利用状況の分析により、
館内のテナント移動による収益アップのシナリオ検
討など、施設が持つ複数の情報の有機的な活用を目
指すことが可能となる。

・賃貸借契約に加え、付帯施設の活用や清掃、セキュ
リティなどの関連サービス駐車場利用などをBIM-
FMのデータベース上で一元管理することで、更な
る収益向上を目指すことができる。

・環境関連では、空気質などの空間環境データに加え、
ビル全体のCO2排出量などの環境負荷情報また廃
棄物の数量管理など、企業のSDGS実現に向けた各
種データの蓄積と分析、利活用を行える。

・不動産の出口戦略を検討する際には、デューデリ
ジェンスが不可欠であるが、BIM-FMのデータを活
用することで、リアルタイムでの資産評価が可能に
なる。施設のハード情報に加え、リーシングのト
ラックレコードも活用できる。

・財務管理システムとの連携によって請求書発行、入
金といった月次の経理業務だけでなく、経営資源と
しての不動産のリアルタイムでの評価が可能になる。

メリット



ライフサイクルコンサルティング 本プロジェクトはグループ内の共同研究開発であり、発注者はライフサイクルコンサルティン
グを利用する位置付けにあった。ライフサイクルコンサルティングには、2段階があると捉えている。
初期段階では、設計、施工データを作成する際に、フロントローディングを行う。定期的なデータ更新のフェーズでもステークホルダー間のコ
ミュニケーション、コンサルティングが必須である。ライフサイクルコンサルティング業務の重要課題としては、正確なコスト情報の取得、更
新に基づいた資産価値、ライフサイクルコスト、維持管理業務のデータ解析に基づいたメンテナビリティがある。

資産情報要件（AIR）のドキュメント
をまとめ、現場向けの説明資料をに
作成した。

資産情報要件 説明資料



FMハンドオーバーの標準化
維持管理段階におけるBIMデータ活用のため、BIMデータとFMシステムから成るデータプラットフォームの構築に取り組んでおり、そのプロセ

スで資産情報要件をIFC形式に翻訳することを試みた。FMハンドオーバーの標準化・効率化へとつながる手掛かりを3点に整理して共有したい。

１つ目は、IFCスキーマによるAIR情報の再整理である。今回のAIRのデータテーブルは、大きく付属設備情報、設備運転情報に分かれている。
それらをIFCスキーマの階層（図３）に応じて分類し直すことにより、結果として各設備やその運転情報は、建物、フロア、部屋に体系的に紐づ
けられた。整理されたデータ構造は機械可読性が高く、IoTのセンシング情報をはじめとしたリアルタイム情報と連携すれば、正に建物のデジタ
ルツインの実現といえる。

２つ目は、部屋（スペース）情報の必要性である。付属設備にそれらが位置するロケーション情報（部屋IDなど）を持たせることにより検索性
が高まり、例えば、系統図から探すよりも早く位置の特定が可能である。また、いうまでもなく、部屋情報はテナント管理などにも有用である。

３つ目は、国際標準に準拠した建築情報分類体系の適用である。欧米で広く採用されるUniclassやOmniClassなどの分類体系は、工種だけで
なくロケーション情報（空間）や建築の構成要素、製品、系統などの分類情報も含んでおり、維持管理業務に応じた効率的な情報の集計が可能で
ある。また、分類情報が維持管理タスク並びにコストとも結び付くことで、精度の高いライフサイクルコストの予測も可能になる。

窓(IfcWindow)

窓
(IfcWindow)

部屋(IfcSpace)

部屋(IfcSpace)

ドア(IfcDoor)

ドア(IfcDoor)

壁(IfcWall)

接続関係

壁(IfcWall)
包含関係

I ：Industry 建設業界の
F ：Foundation  基礎となる
C ：Classes オブジェクトの型

（データの共通定義）

注：IFCは鹿島が参画する
国際組織buildingSMARTが策定し、
普及促進を図っている

資産情報モデル

AIM



要情報詳細度（LOIN - Level Of Information Needed）
維持管理BIMモデルの要件をまとめる時に、グラフィックデータの詳細度（LOD）は課題となる。維持管理段階において、BIMモデルを製造に
利用せずに、建物管理、不動産管理等を行えるように、製品を認識できる比較的低い詳細度で十分だが、オーソリングソフトによって、LODの
設定や変更等が簡単にできない場合が多い。理想的には、メーカーのきめ細かい幾何学情報まで含むライブラリを利用せずに、LODの低い簡略
モデルを作成することが推奨される。しかし、メーカーが提供する製品詳細情報がBIMにしか記録されていない場合、その情報をBIMライブラリ
から抽出し、簡略BIMないし、資産情報モデルに反映させる必要がある。
博多コネクタの要素数は15万個以上と比較的多く、特に設備モデルの詳細度も高かったため、FMソリューション内にBIMを表示したらパフォー
マンスの課題が発生した。BIMの詳細度によって現れたBIMビューアーのパフォーマンスの課題に対する解決策として、以下のことを実施した。

１ 可能な場合はBIMオブジェクトの詳細度を下げた
２ IFCの統合モデルを利用して、建築と設備を分けて、階毎にBIMを作成した
３ 分けたBIMの表示を簡単に切り替えられる機能をBIMビューアーに追加した
４ 開発者と協力してBIMビューアーそのもののレンダリング方法を改善した

①

③

④ ②

LOD対策



グループ化
資産情報の重要な部分は資産同士の関係性を整理することにある。次のオブジェクトの関係性を整理できるようにグループ化を行った。

１ 設備要素と系統の関係性
２ スペース要素とゾーンの関係性

設備要素と系統の関係性
IFC系統はRebroを利用して、建物、階、部屋の配置場所をもとにし
て、設備の親子関係を整理してモデリングした。系統設定の目的は、
系統のFMソリューション内の見える化、中央間システムとの連携に
ある。

スペース要素とゾーンの関係性
ゾーンを定義した。

ゾーン設定を賃貸区画の表示にも利用する。この区画設定はOIRで
述べたテナントレポートの単位になるため、BIMと報告プロセス
の関係性を代表する。



仕上げ情報の定義

FM業界が建築資材の管理を対象外とすることは、かつては珍しいことではなかった。BIMの活用いかんによって、より効果的な方法で、
建物の仕上げをオブジェクトおよびプロパティとして指定できる。従って、仕上げ情報のよりよい入力方法についても検討を行った。例
えば、壁の仕上げ、巾木、廻縁のように各仕上げ要素のBIMを作成し、建物の仕上げBIMをモデリングする案も出された。しかし、仕上
げは建築要素と異なり、部屋単位で設計されることが多く、仕上げBIMを作成すると、必要な時間、労力と費用が比較的に大きいが明確
化した。このため今回の二つの物件においては、仕上げ情報の入力として次の三つの方法が採用可能であると判断した。

①：それぞれモデリングして、床，巾木，壁，天井，廻り縁に入力する
②：スペースに表中の全項目を入力する
③：BIM上には入力せず表中の項目が記載された仕上げ表(Excel)を用意する

BIMに属性情報を入力する際の課題は、できる限り早期の段階
で定義づけが必要であることであり、固定したリストではなく、
設計、施工の過程で継続的に更新され、進化するリストとする
ことにある。そのために、属性情報を定義するダイナミックな
手法を考えながら、それを支援するツール（dRofusや
SimpleBIM）を含めて検討した。属性情報を確定する過程で
項目数が減り、最低限必要なリストに絞ることとした。

仕上げ表属性情報



分類体系
両物件では国内外の分類体系（BELCA,C-CADEC等）の利用を検討した結果、Uniclass2015の標準分類コードを使用して情報を体系
化することとした。その理由は、本プロジェクトに関係する包括的な計画を開始した2019年当時、Uniclass2015のように一つの分類
体系内に包括的に全施設情報がまとまったものがあまりなく、他の断片的な分類は定期的な更新がなかったためである。

さらにISO 19650はBIM を使用して、施設のライフサイクル全体にわたる情報を管理するための国際規格である。
これを使用できることで、多くのプロジェクトで再現可能な結果が得られると期待されている。Uniclass2015は建設業向けの統一分類
体系として、建物のみならず、ランドスケープ、土木、インフラまで含めた1つの統一されたスキーマである。
このように同じ標準分類体系であるUniclass2015を一律に使用することで、資産ライフサイクルを通して複数の業界、システム間の相
互運用性が可能になり、より包括的なスマートシティー展開まで考えられる。

BIMで定義したUniclass2015をFM資産台帳にも利用



BIM更新 複数のオーソリングツールを利用するため、設計、施工段階からのネーティーブBIMモデルのみならず、IFC形式でデータをエキス
ポート・インポートするプロセスも確立されている。そのプロセスを引渡BIMにも拡張して実施すれば、ライフサイクルを通してIFCを中心に
BIM更新を行うことができる。ネーティーブBIMモデルのバージョン管理が課題になるため、FMからBIMへの情報更新、及び、ネーティーブBIM
モデルのバージョン管理の両方の観点から、IFCデータを利用することが合理的であると考えられる。以下の図はその全体像を表している。



BIMからの台帳作成

建物に関する
基本情報・コアデータを形成

BIMから作成した資産台帳は
各種管理業務の基盤になる

主要評価指標・フィルター

資産台帳

BIMに格納されているデータを構造化
分類、グループ化してから処理し、
資産の規格、部屋・資産台帳に登録

２D図

ドキュメント

BIMモデル

資産情報モデル AIM

BIM
オブジェクト

ストックデータ

FMデータ

CAFM連携

BIMを活用したFM 情報管理に利用したMainManagerの特徴は、BIMサーバーに格納したIFCファイルを処理し、運営維持段階のコアデー
タになる建物アーカイブ（施設資産台帳）に登録するところにある。その他の施設管理業務、例えば、不動産管理、計画保全、エネルギー管理等は、
このコアになる資産台帳を利用して行うこととなる。



BIMを活用したFM
BIM処理が完了した後に、MainManagerのさまざまなモジュールにBIMを使用できる。



BIMを活用したFM
BIMを活用したFMシステムの意義として、３Dのフル活用や見える化だけでなく、データの情報源としてのBIMの活用があげられる。



検証結果

BIMを利用しない部屋・設備台帳を作成する作業に比
べて、BIMを利用することによって作業時間の１０％の削減
を目標にした。結果は、台帳を作成する作業時間だけを比べ
れば50％近くの時間と労力の削減ができた。だたし、BIM作
成に必要な時間も加算すると全体的な削減が難しかったため、
効率的なBIM作成がカギとなることが分かった。

BIMを活用したFMソリューションを利用して、台帳を作成する作業時間の削減につ
いて検証した。BIM作成に必要な時間も加算すると全体的な削減が難しかったため、
まず効率的なBIM作成がカギとなることが分かった。また、維持管理段階でBIMに紐
づけたコスト情報に基づいて、より包括的な財務管理が可能であり、入力作業時間が
増えるものの、精度の高いライフサイクルコスト評価ができる。中央監視データ連携
によるリアルタイム劣化度管理、部屋のモニタリング機能は、現在開発中で、実際の
作業を行う時の効果の測定、比較までには至らなかったが、結果的に90％近くが削
減できると想定される。各種情報をBIM中心に連携させると、相乗効果が発揮でき、
例えば、テナントとの交渉、契約までの意思決定と合意形成の円滑化、ドキュメント
管理の自動化、それに伴う業務量の削減の効果があることが明らかになった。これら
の検証を継続し、定性評価に加え、残りの定量評価を完成させ、情報管理プロセスに
包括的に反映させていく予定である。

検証課題 A-G



検証課題C）においてはBIMに紐づけたFM業務データの相
乗効果によって、３０％の付加価値の向上が達成できた。建物の
傾向を分析する上で、ひとつの機器に多くの情報が格納されてい
るため、あらゆる角度からの分析や統計が可能となった。設備台
帳が整備されて、作業の検索が容易になり、保全作業のやり漏れ
がなくなった。

施設のライフサイクルコスト評価を、BIMありとBIM無のシナ
リオで比較検討した。BIM無のツールとして鹿島のライフサイクルコ
スト解析ソフト（KLEAD）を利用し、それにMainManagerの財務
管理プロセスを比べてみた。KLEADでできる設計段階の概算に対し
て、MainManagerでは正確な維持管理コスト情報に基づいて、より
包括的な財務管理が可能であり、入力作業時間が増えるものの、精度
の高いライフサイクルコスト評価ができることが分かった。

検証結果



検証E）においては、BIM データによる不動産流通の促進
を検証した。不動産管理業務に関連するスペースデータをBIMで
管理する。例として、テナントレポート機能を取り上げた。賃貸
区画、契約の状況、賃貸エリアのエネルギー消費、維持管理作業
情報、駐車場やイベントの情報を纏めた月次報告書に、各業務上
入力したデータを、反映させて、手入力作業を大幅に削減できた。

検証D)はBIMを利用した予知保全による作業効率の10％の向
上を目指していた。機能の開発中ですが、システム上に劣化度の情報
を表現することにより、労力の９０％の削減ができると期待されてい
る。また、ライフサイクルを通して正確な状態を把握し、無駄を省き
適切なコストで施設を保全すること、また、ビルオーナーとの設備修
繕・更新検討の際の合意形成のための根拠資料作成作業の軽減にもつ
ながる。

検証結果



検証結果

検証課題F）BIMに基づくドキュメント管理の有効性の定量的
な比較を行う事例として、有事の際に戸棚から関係書類を探して利用
する作業に必要な時間を測定した。巡回時にRFの冷温水発生機のエ
ラーコードの事象を確認する時間を半減する目標に対して、実際は6
０％以上の時間の節約ができた。

検証G）完全に統合されたソリューションによる情報管理の満足度向上

建物利用者がアプリでつながり、建物外部のトラブルを地図上で選
択し管理者へ送信し、また３Dでトラブルを送信できることで、管
理者として具体的な場所の特定やリアルタイムの情報の取得が可能
となる。システムを通じて時と場所を選ばず、建物利用者に対して
様々な周知をリアルタイムで共有できるようになる。また、このよ
うな取り組みは利用者にとって有益であるかそうでないかを図るた
めのアンケート機能を駆使することにより、より満足度の高いサー
ビス提供するためのPDCAサイクルを築けると考える。




